
- 1 - 

業 務 委 託 現 場 説 明 書 

 

１．業 務 名  都城工業高専女子第 1 棟他建物耐力度調査業務 

 

２．履 行 期 限        令和 ２年 ５月２５日（月）まで 

 

３．業務工程表 

   ○・提出する。(書式自由) 

  ・提出しない。 

 

４．設計業務委託契約要項(以下「要項」という。)の運用 

(1) 総則 

① 発注者の指示は，調査業務を補足するものであって，発注者は，調査業務の内容に

実質的変更を加えるような指示を受注者に行うことはできない。 

② 業務を行うに当たって必要とされる具体的遵守事項，業務の詳細及び発注者が意図

する成果物の具体的内容は，業務委託仕様書に定めるところによるものとする。 

(2) 指示及び協議の記録 

     指示等は，指示簿，連絡簿その他の帳簿に必要な事項を記載し，発注者及び受注者が

署名押印することにより書面の交付に代えることができる。 

(3) 契約の保証について 

    受注者は，要項第 5 条第 1 項に規定する保証を付した場合は，次の各号の一に掲げる

いずれかの書面を発注者に提出しなければならない。 

①  契約保証金として納付するものが，現金の場合は，振込を確認できる書類及び契約

保証金納付書 なお、振込手数料等が必要となる場合は落札者の負担とする。 

ア 振込を確認できる書類は都城工業高等専門学校取引銀行に契約保証金の額に相

当する金額の現金を払い込んで交付を受けること。 

イ 振込を確認できる書類の宛名の欄には、都城工業高等専門学校 出納役 総務課

長 髙嶋重俊と記載するように申し込むこと。 

ウ 業務委託料の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱については、発

注者の指示に従うこと。 

エ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、契約保証金は、独立行

政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第 37 条第 2 項の規定により独立行

政法人国立高等専門学校機構に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額

を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

オ 受注者は，業務完了後，業務委託料の支払請求書の提出とともに契約保証金払渡

請求書を提出すること。 

②  契約保証金の納付に代わる担保が，国債，政府の保証のある債券，銀行、株式会社

商工組合中央金庫、農林中央金庫又は全国を地区とする信用金庫連合会の発行する債

券、日本国有鉄道改革法（昭和 61 年法律第 87 号）附則第 2 項に規定される廃止前の

日本国有鉄道法（昭和 23 年法律第 256 号）第 1 条の規定により設立された日本国有
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鉄道及び日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和 59 年法律第 85 号）附則第 4 条

第1項の規定による解散前の日本電信電話公社が発行した債券で政府の保証のある債

券以外のもの、地方債及び契約担当役が確実と認める社債の場合は，有価証券払込済

通知書及び契約保証金納付書 

ア 有価証券払込通知書は（都城工業高等専門学校取引銀行）に契約保証金の金額に

相当する金額の当該有価証券を有価証券印鑑票とともに払い込んで、交付を受ける

こと。 

イ 有価証券払込済通知書の宛名の欄には、都城工業高等専門学校 出納役 総務課

長 髙嶋重俊と記載するように申し込むこと。 

ウ 業務委託料の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いについては，

発注者の指示に従うこと。 

エ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、契約保証金は、独立行

政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第 37 条第 2 項の規定により独立行

政法人国立高等専門学校機構に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額

を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

オ 受注者は，業務完了後，業務委託料の支払請求書の提出とともに保管有価証券払

渡請求書を提出すること。 

③  契約保証金の納付に代わる担保が，銀行又は発注者が確実と認める金融機関が振り

出し又は支払を保証した小切手、銀行又は発注者が確実と認める金融機関が引き受け

又は保証若しくは裏書きをした手形である場合は、当該有価証券及び契約保証金納付

書 

ア 業務委託料の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いについては，

契約担当役の指示に従うこと。 

イ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、契約保証金は、独立行

政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第 37 条第 2 項の規定により独立行

政法人国立高等専門学校機構に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額

を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

ウ  受注者は，業務完了後，業務委託料の支払請求書の提出とともに保管有価証券払

渡請求書を提出すること。 

④ 契約保証金の納付に代わる担保が、銀行又は発注者が確実と認める金融機関に対す

る定期預金債権の場合は当該債権に係る証書及び当該債権に係る債権者である銀行

又は発注者が確実と認める金融機関の承諾を証する確定日付のある書面及び契約保

証金納付書 

    ア 当該債権に質権を設定し提出すること 

    イ 業務委託料の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いについては，

契約担当役の指示に従うこと。 

    ウ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、契約保証金は、独立行

政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第 37 条第 2 項の規定により独立行

政法人国立高等専門学校機構に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額

を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 
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   エ 受注者は，業務完了後，発注者から当該債権に係る証書及び当該債権に係る債権者

である銀行又は発注者が確実と認める金融機関の承諾を証する確定日付のある書面

の返還を受けるものとする。 

⑤ 債務不履行による損害金の支払を保証する金融機関等の保証に係る保証書及び契約

保証金納付書 

ア  債務不履行による損害金の支払の保証ができる者は，出資の受入れ預り金及び金利

等の取締りに関する法律（昭和 29 年法律第 195 号）第 3 条に規定する金融機関であ

る銀行，信託会社、保険会社、信用金庫、信用金庫連合会、労働金庫、労働金庫連合

会、農林中央金庫、商工組合中央金庫、信用協同組合、農業協同組合、水産業協同組

合若しくはその他の貯金の受入を行う組合（以下「銀行等」という。）又は公共工事

の前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第 2 条第 4 項に規定する

保証事業会社（以下「金融機関等」と総称する。）とする。 

イ 保証書の宛名の欄には，都城工業高等専門学校 契約担当役 事務部長 馬奈木弘

一と記載するように申し込むこと。 

ウ 保証債務の内容は，契約書に基づく債務の不履行による損害金の支払いであるこ

と。 

エ 保証書上の保証に係る業務の工事名の欄には，契約書に記載される業務名が記載さ

れるように申し込むこと。 

オ 保証金額は，契約保証金の金額以上とすること。 

カ 保証期間は，工期を含むものとすること。 

キ 保証債務履行請求の有効期間は，保証期間経過後６ヶ月以上確保されるものとする

こと。 

ク 業務委託料の変更又は履行期限の変更等により保証金額又は保証期間を変更する

場合等の取扱いについては，発注者の指示に従うこと。 

ケ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、契約保証金は、独立行政

法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第 37 条第 2 項の規定により独立行政法

人国立高等専門学校機構に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額を超過

している場合は、別途、超過分を徴収する。 

コ 受注者は，銀行等が保証した場合にあっては，業務完了後，発注者から保証書（変

更契約書を含む。）の返還を受け，銀行等に返還すること。 

⑥ 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証に係る証券 

ア 公共工事履行保証証券とは，保険会社が保証金額を限度として債務の履行を保証す

る保証である。 

イ 公共工事履行保証証券の宛名の欄には，都城工業高等専門学校 契約担当役 事務

部長 馬奈木弘一 と記載するように申し込むこと。 

ウ 証券上の主契約の内容としての工事名の欄には，契約書に記載される業務名が記載

されるように申し込むこと。 

エ 保証金額は，業務委託料の 10 分の１の金額以上とする。 

オ 保証期間は，履行期限を含むものとすること。 

カ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、保険会社から支払われる
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保証金は、独立行政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第 37 条第 2 項の規

定により独立行政法人国立高等専門学校機構に帰属する。なお、違約金の金額が保険

会社から支払われる保証金を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

キ 業務委託料の変更又は履行期間の変更等により保証金額又は保証期間を変更する

場合等の取扱いについて，発注者の指示に従うこと。 

⑦ 債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約に係る証券 

ア  履行保証保険とは，保険会社が債務不履行時に保険金を支払うことを約する保険で

ある。 

イ  履行保証保険は，定額てん補方式を申し込むこと。 

ウ  保険証券の宛名の欄には，都城工業高等専門学校 契約担当役 事務部長 馬奈木

弘一と記載するように申し込むこと。 

エ  証券上の契約の内容としての工事名の欄には，契約書に記載される業務名が記載さ

れるように申し込むこと。 

オ  保証金額は，業務委託料の 10 分の１の金額以上とする。 

カ  保証期間は，履行期限を含むものとすること。 

キ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、保険会社から支払われる

保険金は、独立行政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第 37 条第 2 項の規

定により独立行政法人国立高等専門学校機構に帰属する。なお、違約金の金額が保険

会社から支払われる保険金を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

ク  業務委託料の変更により保険金額を変更する場合の取扱いについては，発注者の指

示に従うこと。 

 (4) 監督職員 

    発注者は，要項第 13 条第 2 項各号に規定する権限を監督職員に委任しない場合は，そ

の内容を受注者に通知しなければならない。当該通知がない場合は，要項第 13 条第 2 項

各号に規定するすべての権限を監督職員は有するものとみなす。 

(5) 管理技術者 

① 要項第 14 条第 1 項に規定する「その他必要な事項」とは，管理技術者の資格及び経

歴その他設計仕様書に定めるものとし，受注者は，通知書に当該資格の資格証又は免許

証の写しを添付しなければならない。 

② 要項第 14 条第 3 項に規定する通知がない場合は，受注者の一切の権限（要項第 14 条

第 2 項の規定により行使することができないとされた権限を除く。）を管理技術者は行

使することができるものとみなす。 

(6) 実施報告 

① 受注者は，発注者の指示により，業務の実施状況について発注者に報告しなければな

らない。 

② 受注者は，発注者の請求に応じて実施済の業務の成果，業務の進捗状況，今後の残業

務内訳及びその工程計画その他必要な事項を付して発注者に報告しなければならない。 

(7) 管理技術者等に対する措置請求 

① 要項第 16 条第 1 項及び第 3 項に規定する「必要な措置」とは，発注者又は受注者が

判断する措置で，不適当な行為を繰り返さないための是正措置の指示，当該管理技術者
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等の交代の請求その他適当な措置をいう。 

(8) 業務の中止 

    要項第 21 条第 2 項に規定する「増加費用」とは，中止期間中，業務の続行に備える

ため人員，機械器具等を保持するために必要とされる費用，中止に伴い不必要となった

人員，機械器具等の配置転換に要する費用，業務を再開するための人員，機械器具等の

配置転換に要する費用等をいう。 

(9) 履行期間の変更 

① 発注者は，受注者から要項第 23 条第 1 項に規定する履行期間の延長の請求があった

場合は，必要があると認められる範囲で，履行期間の延長を承諾するものとする。 

② 要項第 25 条第 2 項に規定する「履行期間の変更事由が生じた日」とは，要項第 18 条

においては，発注者が修補の請求を行った日，要項第 19 条第 5 項においては，設計仕

様書若しくは指示を訂正若しくは変更し，又は発注者と受注者との協議が行われた日，

要項第 20 条においては，設計仕様書等の変更が行われた日，要項第 21 条第 2 項におい

ては，発注者が業務の一時中止を通知した日，要項第 22 条第 3 項においては，要項第

22 条第 2 項の設計仕様書等の変更が行われた日，要項第 23 条第 2 項においては，発注

者が履行期間の延長の請求を受けた日，要項第 24 条第 1 項又は第 2 項においては，受

注者が履行期間の短縮又は変更の請求を受けた日，要項第 35 条の 2 第 2 項においては，

受注者が業務の一時中止を通知した日をいう。 

(10) 業務委託料の変更 

    要項第 26 条第 2 項に規定する「業務委託料の変更事由が生じた日」とは，要項第 18

条においては，発注者が修補の請求を行った日、要項第 19 条第 5 項においては，設計

仕様書若しくは指示を訂正若しくは変更し，又は発注者と受注者との協議が行われた

日，要項第 20 条においては，設計仕様書等の変更が行われた日，要項第 21 条第 2 項に

おいては，発注者が業務の一時中止を通知した日，要項第 22 条第 3 項においては，要

項第 22 条第 2 項の設計仕様書等の変更が行われた日，要項第 23 条第 2 項においては，

受注者が要項第 23 条第 1 項の請求を行った日，要項第 24 条第 3 項においては，要項第

24 条第 1 項又は第 2 項の請求を行った日，要項第 35 条の 2 第 2 項においては，受注者

が業務の一時中止を通知した日をいう。 

(11) 検査 

① 受注者は，業務を完了した場合は，設計業務完了通知書とともに成果物を発注者に

提出し，要項第 30 条第 2 項（要項第 36 条第 1 項又は第 2 項において準用する場合を

含む。）の検査を受けるものとする。 

② 発注者は，要項第 30 条第 2 項（要項第 36 条第 1 項又は第 2 項において準用する場

合を含む。）に規定する検査に当たっては，受注者に対して書面をもって検査日を通

知する。 

(12) 履行遅滞の場合における損害金等 

① 要項第 30 条第 2 項（要項第 36 条第 1 項又は第 2 項において準用する場合を含む。）

に規定する検査に要した日数は，要項第 38 条第 2 項に規定する遅延日数に算入しな

い。 

② 履行期間内に業務が完了し，要項第 30 条第 2 項（要項第 36 条第 1 項又は第 2 項に
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おいて準用する場合を含む。）に規定する検査に不合格の場合は，当該業務が完了し

た日から契約書記載の履行期限までの日数は，要項第 38 条第 2 項に規定する遅延日

数に算入しない。 

(13) 発注者の解除権 

     発注者は，要項第 39 条第 1 項第 1 号から第 4 号の規定による契約解除をしようと

する場合は，明らかに履行不能と認められる場合を除いて，相当の期間を定めて受注

者に催告を行う。 

(14) 解除の効果 

① 契約が解除された場合は，要項第 42 条第 2 項の規定によるときを除いて，契約は

遡及的に無効となり，未だ履行されていない発注者及び受注者の義務は消滅する。 

② 契約が解除された場合は，要項第 42 条第 2 項の規定によるときを除いて，発注者

及び受注者は，それぞれ原状回復義務を負う。 

 

５．その他 

(1) 質疑応答 

質疑がある場合は書面により提出する。 

質疑の提出：令和２年４月１４日１７時までに施設係へ提出する。 

回 答 日 時：令和２年４月１７日９時～令和２年４月２２日１７時まで 

回 答 場 所：都城工業高等専門学校 管理棟掲示板 


